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9. 誘導施策 

9.1 誘導施策の基本的な考え方 

誘導施策については、都市再生特別措置法の改正を契機とし、国において従来の施

策の拡充や、新たな施策の創設等が行われており、国等が直接行う施策、国等の支援

を受けて市が行う施策及び市が独自に講じる施策の 3種類に大別されます。 

 これと合わせて、誘導施設に位置付けられた施設の都市機能誘導区域外における開

発行為、建築行為については、届出制度が適用されます。また、住宅等の立地に際し

ても、区域外の一定規模以上の開発等について、届出の対象となります。 

 なお、都市機能や居住の誘導に当たっては、制限や規制によるものではなく、国若

しくは市において事業者がメリットを最大限享受できるような施策を充実させること

や公共交通の利便性を向上させる施策を講じることにより、誘導区域全体の質を高め、

暮らしやすさを確保することで、緩やかな誘導を図るものとします。 

 

(1) 都市機能誘導施策 

1) 国等が直接行う施策 

国等が直接行う施策としては、例えば、誘導施設に対する税制上の特例措置や、

都市再生法において規定されている民間都市開発推進機構による金融上の支援措置

等があります。 

本市においては、事業者等に対し、これらの支援措置制度の情報等を提供するな

ど積極的な活用を促します。 

 

2) 国の支援を受けて市が行う施策及び市が独自に講じる施策 

国の支援を受けて市が行う施策としては、例えば、国の既存補助制度を活用した、

公的施設や都市基盤の整備等を引き続き行うほか、新設・拡充された都市構造再編集

中支援事業などの活用を今後検討することとします。 

9.2 高松市として取り組んでいく施策において、整理される施策の方針ごとに、市

が独自に講じる施策と合わせて具体的事業を検討し、多核連携型コンパクト・エコ

シティ推進計画に位置付け、計画的に取り組みます。 
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(2) 居住誘導施策 

1) 国の支援を受けて市が行う施策及び市が独自に講じる施策 

国の支援を受けて市が行う施策としては、例えば、居住環境の向上を図るため居 

住者の利便の用に供する公共施設を整備したり、公共交通の確保を図るため交通結

節機能の強化・向上を図ること等が考えられます。 

9.2 高松市として取り組んでいく施策において、整理される施策の方針ごとに、

市が独自に講じる施策と合わせて具体的事業を検討し、多核連携型コンパクト・エ

コシティ推進計画に位置付け、計画的に取り組みます。 

 

9.2 高松市として取り組んでいく施策 

都市機能誘導区域への誘導施設の立地誘導及び居住誘導区域への居住の誘導を図

るため、本計画のまちづくりの方針から施策の方針を整理し、施策の方針ごとに施策

を設定します。また、具体的な事業については多核連携型コンパクト・エコシティ推

進計画に登載して取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりの方針 
ア 若年層の転出抑制など人口減少

対策及び人口密度維持の取組によ

る都市活力・生活利便性の確保 

施策の方針 
１都市機能・生活機能の集約・強化 
２居住人口の維持・誘導 

３地域の暮らしやすさの向上 

４公共交通ネットワークの再編 
５都市経営の効率化 
６市街地拡大の抑制 イ 公共交通を中心とした交通利便

性の確保 

ウ コミュニティの活性化と地域包

括ケアシステムの構築による地域

力の強化 

エ 子どもを産み育てやすく、老後

まで暮らしたいと思える暮らしや

すさの向上 

オ 公共施設統廃合、人口増加地区

への対応及び市街地の郊外への拡

大抑制による都市経営の効率化 

【まちづくりの方針と施策の方針の関係】 
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 上記、取り組むべき内容に従い、本市として今後実施が予定される事業を施策ごとに例示

します。 

1.都市機能・生活機能の集約・強化 

①都市機能の誘導や高質化 ②中心市街地の魅力の強化 

・新病院を核としたまちづくり推進事業 

（都市再生整備計画（仏生山地区）） 

・総合センター整備事業 

・地域包括支援センター・保健センター出先機関の

統合 

・街路事業               など  

・高松丸亀町商店街再開発事業 

（高松市大工町・磨屋町地区市街地再開発事業） 

・新県立体育館整備関連事業 

・中心市街地南部エリアの活性化 

など  

2.居住人口の維持・誘導 

③定住人口の維持・誘導 ④選ばれる地域づくりの推進 

・空き家等を利用した居住誘導の推進 

・居住誘導のインセンティブ施策の推進 

など  

・ＵＩＪターンの住宅支援 

など  

【施策として取り組むべき内容】 
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3.地域の暮らしやすさの向上 

⑤良好な居住環境の創出 ⑥人との繋がりのある地域づくりの推進 

・老朽危険空き家対策事業 

・浸水対策施設整備事業 

・津波・高潮関連整備事業 

など  

・地域交流センター整備事業 

 （第 2期都市再生整備計画（仏生山地区）） 

・コミュニティセンター整備事業 

（都市再生整備計画（川島地区））   など 

4.公共交通ネットワークの再編 

⑦持続可能な公共交通ネットワークの再構築 ⑧公共交通の利便性の向上 

・交通結節拠点の整備 

（ことでん新駅(三条~太田駅間)、(太田~仏生山駅

間)整備事業、ＪＲ端岡駅周辺整備事業） 

・基幹交通軸の強化 

・バスネットワークの再編        など  

・バリアフリー化の推進 

・パーク&ライドの促進 

 

など  

5.都市経営の効率化 

⑨効率的で効果的な行財政運営の推進 

・ファシリティマネジメント推進事業 

・地域包括支援センター・保健センター出先機関の統合 

など 

6.市街地拡大の抑制 

⑩土地利用の適正化 ⑪市街地の有効活用 

・たかまつ農業ＩＣＴ導入活用支援事業 

など  

・まちなかへの定住促進 

など  

 

 

＊周辺自治体との連携 

人口減少、少子・超高齢社会が進行する中、今後、本市のみならず、複数の市町からな

る広域の圏域内で、コンパクト化とネットワーク化を進め、一定の人口の維持や活力ある

社会経済を維持することが求められています。 

国では、複数の市町村で広域生活圏や経済圏が形成されている場合などには、当該複数

の市町村が連携し、広域的な立地適正化の方針を作成して、それぞれの立地適正化計画を

作成することが望ましいと示しています。 

このようなことから、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏を構成する市町に対して、本市が

取り組んでいるコンパクトなまちづくりについて情報提供や説明を行ってきましたが、今

後においても、周辺市町と一体感のある圏域づくりに向けた環境整備に努めていきます。
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